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 問 合 せ 先   経 営 企 画 部 長   宮 崎  裕 一 

 （ T E L ： 0 4 5 － 4 7 4 － 9 0 0 0 ） 

 

当社第37回定時株主総会「第８号議案 取締役（社外取締役及び監査等委員である 

取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬等の額決定の件」に 

関する議決権行使助言会社Institutional Shareholder Services Inc.の反対推奨に対 

する当社の見解について 

 

当社は、今般、2023年６月23日に開催予定の第37回定時株主総会に付議する「第８号議案 取締役（社外取締役及び監査

等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬等の額決定の件」（以下「本議案」という）

に関し、議決権行使助言会社であるInstitutional Shareholder Services Inc.が反対を推奨している旨のレポートを発行

している事実を確認いたしました。 

当社第37回定時株主総会招集ご通知に記載しているとおり、当社は本議案の内容は相当であると判断しており、当社の

見解を補足説明させていただきます。 

株主の皆様におかれましては、下記の内容をご確認いただき、本議案への正しいご理解を賜りますよう何卒お願い申し

上げます。 

 

記 

 

本議案は、当社が 2017年６月 21日開催の第 31回定時株主総会においてご承認いただいた、当社の取締役（社外取締

役を除く。）を対象とする株式報酬制度（以下「本制度」という）について、当社が監査等委員会設置会社へ移行する

にあたり、同一の内容にて改めて上程するものであり、発行または処分される普通株式の総数（年 10万株以内とする）

に変更はなく、更なる希薄化を招くものではありません。 

本制度は、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針に基づき付与する株式の総数の上限を決め、各

取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の中長期の企業価値拡大への貢献を評価し各取締役に付与す

る株式数を決定するもので、独立社外取締役が過半数を占め、独立社外取締役を委員長とする諮問委員会の審議を経て取

締役会で決議され、取締役に対して当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株

主との利益意識を共有することを目的としております。 

本制度は、株式の希薄化を伴うものではありますが、まずは自己株式を活用する方針であり、先述の基準に従い付与数

は変動すること、過去の付与実績において上限に達した例はなく、最大でも３分の１程度の付与数であることから、当面



において新たに株式を発行する予定はありません。 

当社は、2017年の本制度導入以降も企業価値向上に努めており、親会社株主に帰属する当期純利益は、2017年度（2018

年３月期）721百万円から2022年度（2023年３月期）1,666百万円、ROEは2017年度（2018年３月期）3.0％から2022年度（2023

年３月期）7.3％へと着実に実績を積み上げており、当期以降についても更なる成長を見込んでおります。 

 

株主の皆様におかれましては、本議案の趣旨や本制度の内容等について、本内容を今一度ご確認いただき、慎重に本議

案の適否をご判断頂きますようお願い申し上げます。 

 

以上 


